
11_協働推進課 .xlsx_1事業シート（平成30年度決算）
1 6

2 1
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1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成31年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成29年度事業実績、評価等（Check）　H30.8実施 5.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等

・講師派遣について、より有効な取組手法を検討する必要がある。
・啓発活動について、セミナー等への参加者や事業所等への意識調査を継続的に実施するとともに、成
果の可視化を図っていく必要がある。
・行政･地域･事業者が連携・協働した実効性ある取組を進めていく必要がある。

評価等

・講師派遣について、より有効な取組手法を検討する必要がある。
・啓発活動について、セミナー等への参加者や事業所等への意識調査を継続的に実施するとともに、成
果の可視化を図っていく必要がある。
・行政･地域･事業者が連携・協働した実効性ある取組を進めていく必要がある。

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・引き続き第4次男女共同参画基本計画に基づき、行政・地域・事業者が連携・協
働した取り組みを進め、市民の男女共同参画に対する意識の高揚を図る。
・第5次男女共同参画基本計画策定に向けた市民意識調査の実施
・男女共同参画社会実現に対する社会全体の機運を高めるため、女性の職業生
活における活躍やワーク・ライフ・バランスの推進を図る。
・市民ニーズを踏まえた効果的な啓発や講座等の実施

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H29完了 H30完了

H31完了予定

事業実績

・第4次高山市男女共同参画基本計画の推進
・男女共同参画懇話会の開催（2回）
・ワーク・ライフ・バランス研修にかかる講師派遣（6回）
・男女共同参画講演会の開催、職員研修の実施
・男女共同参画講座の開催（4回）
・各種媒体を活用した啓発活動

事業実績

・第4次高山市男女共同参画基本計画の推進
・ワーク・ライフ・バランス研修にかかる講師派遣（2回）
・男女共同参画講演会の開催、職員研修の実施（各1回）
・男女共同参画講座の開催（7回）
・各種媒体を活用した啓発活動

担当課
予算要求
ポイント

・第4次男女共同参画基本計画の推進
・第5次男女共同参画基本計画の策定
・男女共同参画意識の啓発（LGBT等多様性への理解促進）

・引き続き第4次男女共同参画基本計画に基づき、行政・地域・事業者が連携・協
働した取り組みを進め、市民の男女共同参画に対する意識の高揚を図る。
・第5次男女共同参画基本計画の策定
・男女共同参画社会実現に対する社会全体の機運を高めるため、女性の職業生
活における活躍やワーク・ライフ・バランスの推進を図る。
・多様な性への理解促進のための啓発

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

H30完了予定

・男女共同参画社会の推進

男女共同参画講演会の開催 390 249 390 390 305 56 400

男女共同参画・ワークライフバランスの推進 650 538 670 663 273 △ 265 650

査定額

男女共同参画推進懇話会の開催 182 128 182 182 0 △ 128 182

一般財源 1,222 915 1,242 1,235

個票枝番 主な事業内容

1,232 1,232 △ 10578 △ 337 1,434

県費　（ 特定財源

国費　（ 

1,222 915 1,242

その他（ 

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額(d) 増減 (d)-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H29 H30 H31予算 実施計画額 1,300
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

1,434 1,232 1,232 △ 101,235 578 △ 337

Ｈ31目標

目的
・第4次高山市男女共同参画基本計画の着実な推進を図る。
・第5次高山市男女共同参画基本計画の策定

概要
・男女共同参画意識の啓発
・男女共同参画推進懇話会の開催

社会全体において「男女平等である」と回答する市民の割
合（アンケート調査）

（H24)
16.9％

（H24)
16.9％

50％

各種審議会等における女性参画率 35%34％ 40％

市民活動推進費

市長公約
・日常生活における「潤いやいきがい」の創出につながる生涯学習（世代ごとの多
彩な学習機会）や女性のワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を考慮した
学習機会・研修参加機会の充実に努めます。

款 総務費 個別分野 協働

項 総務管理費 施策概要 男女共同参画社会の実現

説明

事業名 21000 男女共同参画推進事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 協働・行政

根拠計画 高山市男女共同参画基本計画

総合計画等　主な指標 H30実績Ｈ29実績

担当課 市民活動部　協働推進課 内線 2395 目
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11_協働推進課 .xlsx_2事業シート（平成30年度決算）
1 6

2 1

1 1
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1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成31年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

◎ 1

◎ 2

◎ 3

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成29年度事業実績、評価等（Check）　H30.8実施 5.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施

□ ☑

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 21005 地域づくり活動支援事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 協働・行政

根拠計画

総合計画等　主な指標 Ｈ29実績 H30実績

担当課 市民活動部　協働推進課 内線 2393 目 市民活動推進費

市長公約
・多様化する地域のニーズや課題に、市民が主役（主権者）となり、「市民・地域と
行政（市民の信託による行政）が一体」となって対応する協働のまちづくりシステ
ムの強化・充実を図ります。

款 総務費 個別分野 協働

項 総務管理費 施策概要 協働のまちづくりによる地域力の向上

Ｈ31目標

目的
・地域課題を解決し持続可能な地域づくりに向けて、地域社会を構成する多様な主体
による協働のまちづくりを推進する。
・まちづくりを担う人材を育成する。

概要

・協働のまちづくり推進会議での課題解決に向けた議論
・まちづくり協議会活動への支援
・協働のまちづくりの推進に向けたまちづくり協議会への支援の拡充
・人材育成講座の開催および講師派遣による人材育成の強化
・町内会への加入促進
・町内会防犯灯のＬＥＤ化の促進

町内会加入率 67.3% 66.3 72％

「市民、地域、行政が協働してまちづくりに取り組んでい
る」と感じている市民の割合

59.9% 59.5 ↗

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額(d) 増減 (d)-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H29 H30 H31予算 実施計画額 302,000
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

270,430 267,680 267,680 △ 12,170279,694 261,072 △ 11,554

特定財源

国費　（ 

277,400 272,626 279,850

その他（ 飛騨高山ふるさと基金繰入金　他 146,062 153,979 49,481

県費　（ 岐阜県清流の国ぎふ推進補助金　1/2 190 190

49,481 64,192

218,117 218,117 △ 12,252

△ 89,787 49,563 49,563 82

196,690 78,043 270,430一般財源 131,338 118,647 230,369 230,213

個票枝番 主な事業内容

協働のまちづくり推進会議 24 280 280 154 130 240

査定額

まちづくり協議会への支援 250,000 247,380 270,000 270,000 256,900 9,520 260,000

協働のまちづくり人材育成への支援 1,020 601 2,440 2,440 505 △ 96 2,550

町内会加入促進に取り組む町内会連絡協議会運営に対する助成 600 600 600 600 600 0 600

町内会が維持管理する防犯灯の新設・改修・撤去に対する助成 10,000 8,105 6,000 6,000 2,572

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

H30完了予定

町内会集会施設整備に対する助成 15,260 15,620

評価等

・防災研修や福祉研修（人材育成）、若者を対象とした研修の開催により、安全安心なまちづくりに向けた
取り組みの促進、若者のまちづくりへの意識醸成を図ることができた。
・全まちづくり協議会代表者、市関係部長、学識経験者で構成する、協働のまちづくり推進会議を設置し
た。
・これまでの協働のまちづくりの検証結果等に基づく、新たな支援策を検討した。（モデル的事業、事務局
強化支援事業、講師派遣事業）
・まちづくり計画の策定を促進し、計画に基づいた効果的なまちづくり活動を促進していく必要がある。

評価等

・防災事業や居場所づくりなど安全・安心なまちづくりに向けた取り組みが進みつつある。
・モデル的事業の認定制度を通じて、課題解決に向けた新たな事業展開が図られた。
・協働のまちづくり推進会議の設置により、協働のまちづくりを進めていく上での課題に対する議論が活
発化された。
・まちづくり協議会の実施する人材育成事業の支援や、まちづくり活動実践講座の開催により、市民のま
ちづくりに対する意識の醸成を図ることができた。
・まちづくり計画の策定を促進し、計画に基づいた効果的なまちづくり活動を促進していく必要がある。

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・各地区まちづくり協議会の取り組みの支援を継続する。
・協働のまちづくり推進会議にて、地域課題の解決に向けた事業展開のあり方等
について議論、協議を進める。
・これまでの協働のまちづくりの検証結果に基づく新たな支援策を実施する。
・まちづくり計画策定の促進を図る。
・地域活動を担う人材育成に向けた取り組みの充実を図る。
・市民活動団体とまちづくり協議会との協働促進を図る。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H29完了 H30完了

H31完了予定

・各地区まちづくり協議会の取り組みの支援を継続する。
・協働のまちづくり推進会議にて、地域課題の解決に向けた事業展開のあり方等
について議論、協議を進める。
・まちづくり計画策定の促進を図る。
・まちづくり協議会が実施する人材育成に向けた取り組みを支援する。
・フォーラムの開催や市民活動団体に対する新たな補助制度の活用を促進し、市
民活動団体と地域等との協働を推進する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

説明

事業実績

・まちづくり協議会活動への支援（人的支援、財政支援、事務所の提供）
・地域人材育成のための講座、研修の実施
　  地域リーダー育成講座（防災研修）：参加者163人
　　地域リーダー育成講座（福祉研修）：参加者115人
　  まちづくり活動実践講座（若者研修）：参加者91人
・まちづくり協議会と市民活動団体との協働促進を目的としたフォーラムの開催：参加者89人
・町内会加入促進パンフレットの配付や市広報紙を活用した町内会加入への呼びかけ
・町内会連絡協議会及び宅建協会との連携による加入促進策の実施
・まちづくり協議会会長と町内会連絡協議会役員との語る会の開催
・町内会が維持管理する防犯灯のＬＥＤ化補助：新設88灯、改修514灯、撤去14灯
・町内会が新築する集会施設整備に対する補助：2町内会

事業実績

・まちづくり協議会活動への支援（人的支援、財政支援、事務所の提供）
    モデル的事業実施地区に対する追加支援：5地区6事業
    事務局強化に取り組む地区に対する追加支援：6地区
・協働のまちづくり推進会議の開催：5回
・まちづくり協議会による人材育成の取り組みに対する講師派遣：7回（3地区）
・まちづくり活動実践講座（広報作成）：参加者42人
・まちづくり協議会と市民活動団体との協働促進を目的としたフォーラムの開催：参加者82人
・町内会加入促進パンフレットの配付や市広報紙を活用した町内会加入への呼びかけ
・町内会連絡協議会及び宅建協会との連携による加入促進策の実施
・まちづくり協議会会長と町内会連絡協議会役員との語る会の開催
・町内会が維持管理する防犯灯のＬＥＤ化補助：新設46灯、改修139灯

担当課
予算要求
ポイント

・まちづくり協議会への支援を通じた地域づくり活動の推進

・安全対策の推進
・協働のまちづくりの推進

施策の
実施方針

△ 5,533 4,000
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11_協働推進課 .xlsx_3
主要事業個票（平成30年度決算）

□ □ 1

☑ □ 2

□ 1

□ 10

事業の目的・概要（Plan）

[参考] H29決算（Do・Check）　H30.8時点 （千円） [参考] H30当初予算(Action)　H30.3時点 （千円） H30決算（Do・Check）　R1.8時点 （千円） H31当初予算（Action） （千円）

※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり

□ ☑

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 21005 地域づくり活動支援事業費

区分

H30新規 H31新規

予算

会計 一般会計
担当課 市民活動部　協働推進課

H30拡充 H31拡充 款 総務費

枝番・内容 1 まちづくり協議会への支援
その他重要事業 項 内線 2393

目 市民活動推進費 作成年月 R1.8

総務管理費

目的
・まちづくり協議会の地域を維持・改善・支援行する取り組みに対する支援に加え、新たな事業展
開の促進、運営体制の充実に向けた仕組みを導入し、協働のまちづくりのより一層の推進を図
る。

概要
・まちづくり協議会が主体的に行う、地域を維持・改善・振興する取り組みに対する支援の継続する。
・まちづくり協議会の新たな事業展開や事業の改善への取り組みを促進するため「モデル的事業」の認定・活用の仕組みを導入し必要な財政支援を行う。
・まちづくり協議会の運営体制の強化・充実を図るため、事務局人件費の追加的財政支援の仕組みを導入する。

予算額

当初 250,000 予算額 当初 270,000 予算額 当初 260,000

主な経費
・協働のまちづくり支援金
・モデル的事業に対する助成（追加支援）
・事務局人件費に対する助成（追加支援）

補正等 補正等
予算額

当初 270,000

繰越

主な経費
・協働のまちづくり支援金
・モデル的事業に対する助成（追加支援）
・事務局人件費に対する助成（追加支援）

繰越

最終 250,000 最終 270,000

決算額 247,380 決算額 256,900

対前年度増減額（当初予算） △ 10,000

事業実績、評価等 事業内容、スケジュール 事業実績、評価等 事業内容、スケジュール

対前年度増減額（決算） 2,080 対前年度増減額（当初予算） 20,000 対前年度増減額（決算） 9,520

［事業実績］

・協働のまちづくり支援金
　　支援金交付総額：247,380千円

　
［評価］
　予算と一定の権限を委ねることで、地域に合ったルールの下で総合的
な地域づくり活動ができる体制が整えられ、地域コミュニティの強化が図
られた。

[事業内容]

・協働のまちづくり支援金（継続）
　まちづくり協議会が主体的に行う、地域の維持、改善、振興に取り組む
事業に対し財政支援を行う。
（内容）
　総額2億5千万円を、均等割60％、人口割30％、面積割10％を基準に各
地区の上限額を定め、各地区からの申請に基づき上限の範囲内で交付

・モデル的事業に対する助成（新規）
　「協働のまちづくり推進会議」で「モデル的事業」として認定された、まち
づくり協議会の地域ニーズに対応する新たな事業や事業の改善への取
り組みに対し財政支援を行う。

・事務局人件費に対する助成（新規）
　「協働のまちづくり推進会議」で事務局人件費等の検証を行い、必要に
応じて追加的財政支援を行う。（使途は人件費に限定、当面措置）

[事業実績]

・協働のまちづくり支援金
　　支援金交付総額：249,920千円
［評価］
　予算と一定の権限を委ねることで、地域に合ったルールの下で総合的
な地域づくり活動ができる体制が整えられ、地域コミュニティの強化が図
られたとともに、安全・安心な地域づくりに向け、地域独自の防災の取り
組みや、居場所づくりなどの活動が促進された。

・モデル的事業に対する助成
　　実   施    地   区 ： 5地区
　　実   施    事   業 ： 6事業
　　支援金交付総額 ： 2,680千円
［評価］
　地域課題の解決に向けた先駆的・効果的な事業をモデル的事業として
認定し追加支援することで、新たな事業の展開が図られた。

・事務局人件費に対する助成
　　実   施    地   区 ： 6地区
　　支援金交付総額 ： 4,300千円
［評価］
　まちづくり協議会事務局人件費の確保を図り、事務局強化に取り組む
地区に対し追加支援することで、円滑な事務局運営を進めることができ
た。

[事業内容]

・協働のまちづくり支援金　　予算額：250,000千円
　まちづくり協議会が主体的に行う、地域の維持、改善、振興に取り組む
事業に対し財政支援を行う。
（内容）
　総額2億5千万円を、均等割60％、人口割30％、面積割10％を基準に各
地区の上限額を定め、各地区からの申請に基づき上限の範囲内で交付

・モデル的事業に対する助成　　予算額：5,000千円
　「協働のまちづくり推進会議」で「モデル的事業」として認定された、まち
づくり協議会の地域ニーズに対応する新たな事業や事業の改善への取
り組みに対し財政支援を行う。

・事務局人件費に対する助成　　予算額：5,000千円
　「協働のまちづくり推進会議」で事務局人件費等の検証を行い、必要に
応じて追加的財政支援を行う。（使途は人件費に限定、当面措置）

[スケジュール]
・協働のまちづくり支援金
　4月～  支援金交付（市）、 事業実施（まち協）
・モデル的事業に対する助成
　4月 　 Ｈ30モデル的事業の募集（市）
　5月 　 H30モデル的事業の認定・協議（協働のまちづくり推進会議）
　6月～ モデル的事業に対する追加支援（市）、事業実施（まち協）
 10月　 Ｈ31モデル事業の募集（市）
 11月　 Ｈ31モデル的事業の認定・協議（協働のまちづくり推進会議）
　　（H31．6  協働のまちづくり推進会議にてH30事業の検証）
・事務局人件費に対する追加支援
　5月　  協働のまちづくり推進会議にて事務局人件費等の検証
　6月～ 事務局強化支援に対する追加支援
　 （H31．6  協働のまちづくり推進会議にてH30事業の検証）

[スケジュール]

・協働のまちづくり支援金
　4月～  交付決定及び支援金交付（市）、 事業実施（まち協）
・モデル的事業に対する助成
　4月～  モデル的事業に対する追加支援（市）、事業実施（まち協）
 10月　  Ｒ2モデル事業の募集（市）
 11月　  Ｒ2モデル的事業の認定・協議（協働のまちづくり推進会議）
　　（Ｒ2．6  協働のまちづくり推進会議にてH31事業の検証）
・事務局人件費に対する追加支援
　４月～  事務局強化支援金交付
　  （Ｒ2．6  協働のまちづくり推進会議にてH31事業の検証）

次年度以降
の考え方
(担当課)

・まちづくり協議会の主体的な
活動に対する支援は継続しつ
つ、平成27年度の取り組みの
検証結果等から見えてきた課
題に対する新たな支援策を構
築する。

維持・改善

次年度以降
の考え方
(担当課)

H30完了予定 H31完了予定

・現行の補助制度を継続する。
・モデル的事業および事務局強
化支援事業については、毎年
協働のまちづくり推進会議にお
いて事業の効果等を検証する。

維持・改善

拡大 拡大

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

H29完了 H30完了
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主要事業個票（平成30年度決算）

☑ □ 1

□ □ 2

□ 1

□ 10

事業の目的・概要（Plan）

[参考] H29決算（Do・Check）　H30.8時点 （千円） [参考] H30当初予算(Action)　H30.3時点 （千円） H30決算（Do・Check）　R1.8時点 （千円） H31当初予算（Action） （千円）

※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 21005 地域づくり活動支援事業費

区分

H30新規 H31新規

予算

会計 一般会計
担当課 市民活動部　協働推進課

H30拡充 H31拡充 款 総務費

枝番・内容 2 協働のまちづくり推進会議
その他重要事業 項 内線 2393

目 市民活動推進費 作成年月 R1.8

総務管理費

目的
・協働のまちづくりのより一層の推進を図るため、協働のまちづくりについて様々な観点から議論・
協議する場として市、地域の代表者、学識経験者による協働のまちづくり推進会議を設置する。

概要
・まちづくり協議会相互間の情報提供、情報交換
・まちづくり協議会と市との連絡調整
・協働のまちづくりのより一層の推進、地域課題の解決に向けた事業展開のあり方についての議論・協議

予算額

当初 予算額 当初 280 予算額 当初 240

主な経費 ・報償費および費用弁償
補正等 補正等

予算額

当初 280

繰越

主な経費 ・報償費および費用弁償

繰越

最終 最終 280

決算額 24 決算額 154

対前年度増減額（当初予算） △ 40

事業実績、評価等 事業内容、スケジュール 事業実績、評価等 事業内容、スケジュール

対前年度増減額（決算） 24 対前年度増減額（当初予算） 280 対前年度増減額（決算） 130

［事業実績］

第1回（平成30年3月1日）
　（内容）推進会議会長の選出
　　　　　Ｈ30モデル的事業の提案方法
　　　　　事務局人件費の追加支援の方法　　ほか

［評価］
　協働のまちづくりのより一層の推進に向けて様々な観点から議論・協議
を進めるため、まちづくり協議会円卓会議の機能を拡充し、新たに協働
のまちづくり推進会議を設置。本格的な議論は平成30年度から実施す
る。

[事業内容]

・協働のまちづくりのより一層の推進に向けた議論・協議
・地域課題の解決に向けた先駆的、効果的な「モデル的事業」の認定・活
用の承認
・まちづくり協議会における事業展開の動向を踏まえた、まちづくり協議
会と市の役割分担の整理についての議論・協議
・事務局人件費の追加的財政支援に向けた検証
・条例等の整備に向けた議論

［事業実績］

・第1回（5月26日）
　（内容）H30モデル的事業の認定・協議
　　　　　 事務局の現状と調査結果を踏まえた支援策　ほか
・第2回（7月31日）
　（内容）モデル的事業の進捗状況報告
　　　　　 協働のまちづくりの推進に向けた議論・協議の進め方　ほか
・第3回（10月2日）
　（内容）Ｈ31モデル的事業および事務局強化支援事業の募集
　　　　　協働のまちづくりの推進に向けた議論・協議の進め方　ほか
第4回（11月15日）
　（内容）Ｈ31モデル的事業の認定・協議
　　　　   Ｈ31事務局強化支援事業の申請状況説明
　　　　   協働のまちづくりの推進に向けた議論・協議　ほか
第5回（1月31日）
　（内容）学校運営協議会の見通し
　　　　　 協働のまちづくりの推進に向けた議論・協議　ほか

［評価］
　平成27年度の取り組みの検証結果に基づいた協働のまちづくりを推進
していく上での課題への対応や、モデル的事業の認定協議を通じて課題
解決に向けた新たな事業展開の在り方について議論を深めることができ
た。

[事業内容]

・協働のまちづくりのより一層の推進に向けた議論・協議
・地域課題の解決に向けた先駆的、効果的な「モデル的事業」の認定・活
用の承認及び実施事業の検証
・事務局強化支援事業の検証
・まちづくり協議会における事業展開の動向を踏まえた、まちづくり協議
会と市の役割分担の整理についての議論・協議
・条例等の整備に向けた議論

[スケジュール]

・第1回　  5月（H30モデル的事業の認定、事務局強化の検証）
・第2回　  7月（協働のまちづくりの推進に向けた議論）
・第3回 　 9月（協働のまちづくりの推進に向けた議論）
・第4回 　11月（H31モデル的事業の認定・活用の承認）
・第5回　  2月（協働のまちづくりの推進に向けた議論）

[スケジュール]

・第1回　  6月（H30モデル的事業、事務局強化支援事業の検証）
・第2回　  8月（協働のまちづくりの推進に向けた議論）
・第3回 　11月（R2モデル的事業の認定、活用の承認）
・第4回 　 2月（協働のまちづくりの推進に向けた議論）

次年度以降
の考え方
(担当課)

・協働のまちづくりのより一層の
推進に向け、協働のまちづくり
推進会議を計画的に開催し、
様々な観点から議論・協議を進
める。

維持・改善

次年度以降
の考え方
(担当課)

H30完了予定 H31完了予定

・協働のまちづくりのより一層の
推進に向け、協働のまちづくり
推進会議を計画的に開催し、
様々な観点から議論・協議を進
める。

維持・改善

拡大 拡大

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

H29完了 H30完了
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主要事業個票（平成30年度決算）

□ □ 1

☑ □ 2

□ 1

□ 10

事業の目的・概要（Plan）

[参考] H29決算（Do・Check）　H30.8時点 （千円） [参考] H30当初予算(Action)　H30.3時点 （千円） H30決算（Do・Check）　R1.8時点 （千円） H31当初予算（Action） （千円）

※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり

□ ☑

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 21005 地域づくり活動支援事業費

区分

H30新規 H31新規

予算

会計 一般会計
担当課 市民活動部　協働推進課

H30拡充 H31拡充 款 総務費

枝番・内容 3 協働のまちづくり人材育成への支援
その他重要事業 項 内線 2393

目 市民活動推進費 作成年月 R1.8

総務管理費

目的
・新たに地域づくりに参画する人材を育成するための講座や、まちづくり協議会が行う人材育成の
取り組みの支援を通じて協働のまちづくりの推進を図る。

概要
・地域デビューや地域づくり活動への参画のきっかけとなる講座の開催
・多様な主体による協働の促進に向けたフォーラムの開催
・まちづくり協議会が実施する人材育成事業への講師派遣

予算額

当初 1,020 予算額 当初 2,440 予算額 当初 2,550

主な経費 ・講師謝金及び費用弁償
補正等 補正等

予算額

当初 2,440

繰越

主な経費 ・講師謝金及び費用弁償

繰越

最終 1,020 最終 2,440

決算額 601 決算額 505

対前年度増減額（当初予算） 110

事業実績、評価等 事業内容、スケジュール 事業実績、評価等 事業内容、スケジュール

対前年度増減額（決算） 344 対前年度増減額（当初予算） 1,420 対前年度増減額（決算） △ 96

［事業実績］

・地域リーダー育成講座（防災 2回講座）
参加者 ： 163人
対象者 ： まち協関係者
［評価］
　各地域における防災の取り組みを促進することができた。

・地域リーダー育成講座（福祉）
参加者 ： 115人
対象者 ： まち協関係者
［評価］
　高齢者の見守り等に対する地域のつながりや支え合いの重要性を意
識づけることができた。

・まちづくり活動実践講座（若者 4回講座）
参加者 ： 91人
対象者 ： まち協から推薦のあった者、市民
［評価］
　若者のまちづくりに対する意識醸成を図ることができた。

・協働のまちづくりフォーラム
参加者 ： 89人
対象者 ： まち協関係者、市民活動団体、市民
［評価］
　まち協による協働事例や市民活動団体の活動紹介、専門家による講
演等を通じて、協働による活動のイメージや気づきを得ることができた。

[事業内容]

・協働のまちづくり講師派遣（新規）
　まちづくり協議会が実施する人材育成事業（地域づくり活動などの事業
の計画・立案から実行までのフロー、事業の調整やコーディネートを学ぶ
講座など）に対し講師を派遣する。

・まちづくり活動実践講座の開催（継続）

・協働のまちづくりフォーラムの開催（継続）

［事業実績］

・協働のまちづくり講師派遣
実施地区 ： 3地区5事業
講師派遣 ： 7回
事業内容 ： 課題の発掘や、企画書の作成に向けたワークショップ
　　　　　　　 高齢者支援事業の着手に向けた先進市実践者とのワーク
　　　　　　　 ショップ　等
［評価］
　まち協の人材育成の取り組みに専門家を派遣することで 効果的な事
業が展開された。

・まちづくり活動実践講座（広報作成　2回講座）
参  加  者 ： 42人
対  象  者 ： まち協広報関係者、市民活動団体
［評価］
　まち協に対する理解を促進するため、活動を地域の方々に伝える広報
紙やチラシについて、より分かりやすく伝えるための手法を提供すること
ができた

・協働のまちづくりフォーラム
参  加  者 ： 82人
対  象  者 ： まち協関係者、市民活動団体、市民
［評価］
　専門家による講演や、活動実践者によるパネルディスカッションを通じ
て、協働による活動のイメージや気づきを得ることができた。

[事業内容]

・協働のまちづくり講師派遣
　まちづくり協議会が実施する人材育成事業（地域づくり活動などの事業
の計画・立案から実行までのフロー、事業の調整やコーディネートを学ぶ
講座など）に対し講師を派遣する。

・まちづくり活動実践講座の開催

・協働のまちづくりフォーラムの開催

[スケジュール]

・4月～　　　協働のまちづくり講師派遣
・1月　　　　 協働のまちづくりフォーラム
・2月、3月　まちづくり活動実践講座

[スケジュール]

・4月～　　 　協働のまちづくり講師派遣
・8月～2月　 まちづくり活動実践講座
・1月　　　　　協働のまちづくりフォーラム

次年度以降
の考え方
(担当課)

・多様な主体との協働の仕組み
づくり、市民のまちづくりへの参
画促進を目的とした講座等は
継続しつつ、地域における人材
育成の取り組みを支援する仕
組みを構築する。

維持・改善

次年度以降
の考え方
(担当課)

H30完了予定 H31完了予定

・地域活動への参画のきっかけ
づくりや、多様な主体による協
働の仕組みづくりに向けた講座
を継続するとともに、講師派遣
事業の積極的活用を促進し、ま
ちづくりを担う人材の育成を図
る。

維持・改善

拡大 拡大

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

H29完了 H30完了
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11_協働推進課 .xlsx_6事業シート（平成30年度決算）
1 6

2 1

1 2

10

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成31年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成29年度事業実績、評価等（Check）　H30.8実施 5.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施

☑ □

□ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

事業名 21010 市民活動支援事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 協働・行政

根拠計画 市民活動応援指針

総合計画等　主な指標 H30実績Ｈ29実績

担当課 市民活動部　協働推進課 内線 2393 目 市民活動推進費

市長公約
款 総務課 個別分野 協働

項 総務管理費 施策概要 多様な主体が協働できる仕組みづくり

Ｈ31目標

目的
・市民活動応援指針に基づき、市民活動団体への発展段階に応じた支援を通じて市民
活力の向上を図るとともに、地域等との協働による地域課題の解決を促進する。

概要 ・市民活動団体等への支援

市民活動団体による地域づくり事業への参画件数（年間） 9件6件 10件

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額(d) 増減 (d)-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H29 H30 H31予算 実施計画額 4,700
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

9,197 5,620 5,620 9704,650 4,187 405

特定財源

国費　（ 

4,670 3,782 4,650

その他（ 

県費　（ 

5,620 5,620 9704,187 405 9,197一般財源 4,670 3,782 4,650 4,650

個票枝番 主な事業内容

高山地区防犯協会負担金等 2,710 2,680 2,690 2,690 3,256 576 2,660

査定額

市登録市民活動団体実施事業に対する助成 1,500 662 1,500 1,500 533 △ 129 1,500

防犯体制の強化 1,000

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

H30完了予定

評価等
・市民活動団体に対する支援を通じて、市民活力の向上を図ることができた。
・市民活動団体とまちづくり協議会等との協働を促進する必要がある。

評価等
・市民活動団体に対する支援を通じて、市民活力の向上を図ることができた。
・市民活動団体とまちづくり協議会等との協働を促進する必要がある。 財務部

査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・市民活動団体に対する支援を継続する。
・協働のまちづくりにおける市民活動団体の位置付けを踏まえた補助金制度等に
ついて検討する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H29完了 H30完了

H31完了予定

・市民活動団体の組織化や団体の自立を目的とした財政支援は継続しつつ、多
様な主体による協働のまちづくりを促進するため、町内会やまちづくり協議会等と
協働して課題解決に取り組む市民活動団体に対する財政支援制度を構築する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

防犯カメラ設置補助金

まち協・町内会等と協働した事業を補助対象に追加

説明

事業実績

・市民活動団体設立に向けた支援（1団体）
・市登録市民活動団体が実施する事業への支援（4団体）
・市民活動団体情報紙、メール配信、市ホームページ、ラジオ放送を通じた活動紹介
・活動事例発表の場の設定や、活動紹介パネル展示の実施

事業実績
・市登録市民活動団体が実施する事業への支援（3団体）
・市民活動団体情報紙、メール配信、市ホームページ、ラジオ放送を通じた活動紹介
・活動事例発表の場の設定や、活動紹介パネル展示の実施 担当課

予算要求
ポイント

・市民活動団体に対する支援の見直し
・防犯体制の強化

・安全対策の推進
・協働のまちづくりの推進

施策の
実施方針

11_協働推進課 .xlsx_6 21010



11_協働推進課 .xlsx_7事業シート（平成30年度決算）
1 6

2 2

1 1

10

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成31年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成29年度事業実績、評価等（Check）　H30.8実施 5.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・相互の姉妹友好都市の魅力を発信し、交流を推進する必要がある。
・市民レベル（市民団体）の交流が進むよう取り組む必要がある。

評価等
・相互の姉妹友好都市の魅力を発信し、交流を推進する必要がある。
・市民レベル（市民団体）の交流が進むよう取り組む必要がある。 財務部

査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・日本遺産等や地場産体験を取り入れた新たな市民ツアーの造成を進める。
・市民レベルでのまちづくり、経済、文化面等での交流促進を検討する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H29完了 H30完了

H31完了予定

事業実績

・都市提携35周年記念平塚市民ツアーの開催（20人）
・都市提携35周年記念越前市民ツアーの開催（23人）
・平塚市民ツアーの受入（33人）
・越前市民ツアーの受入（33人）
・こどもスノー交流（40人：高山市20人、平塚市20人）

事業実績

・都市提携30周年記念上山市民ツアーの開催（19人）
・上山市民ツアーの受入（20人）
・越前市民ツアーの受入（26人）
・こどもマリン交流（39人：高山市9人、平塚市10人、花巻市10人、伊豆市10人）

担当課
予算要求
ポイント

・国内の姉妹・友好都市との交流の促進

・日本遺産等や地場産体験を取り入れた新たな市民ツアーの造成を進める。
・市民レベルでのまちづくり、経済、文化面等での交流促進を検討する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

H30完了予定

上山市友好都市提携３０周年記念事業 300 300 148 148

査定額

高山市都市提携委員会の運営に対する助成 900 900 900 900 900 0 900

一般財源 1,260 1,122 1,560 1,560

個票枝番 主な事業内容

1,260 1,260 △ 3001,222 100 1,197

県費　（ 特定財源

国費　（ 

1,260 1,122 1,560

その他（ 

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額(d) 増減 (d)-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H29 H30 H31予算 実施計画額 1,200
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

1,197 1,260 1,260 △ 3001,560 1,222 100

Ｈ31目標

目的
・国内の姉妹友好都市（長野県松本市、神奈川県平塚市、福井県越前市、山形県上山
市）との交流を推進する。

概要 ・高山市都市提携委員会を中心とした交流事業の実施

姉妹・友好都市との交流人数（年間） 700人1,308人 2,300人

「国内外の都市と様々な分野において交流が進んでい
る」と感じている市民の割合

51.4％53.3％ ↗

市民活動推進費

市長公約
款 総務費 個別分野 交流

項 総務管理費 施策概要 交流の促進

説明

事業名 21020 都市交流促進事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 協働・行政

根拠計画

総合計画等　主な指標 H30実績Ｈ29実績

担当課 市民活動部　協働推進課 内線 2395 目

11_協働推進課 .xlsx_7 21020



11_協働推進課 .xlsx_8事業シート（平成30年度決算）
1 5

2 8

1 1

10

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成31年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成29年度事業実績、評価等（Check）　H30.8実施 5.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等 ・関係機関と連携した取組みを継続的に実施していく必要がある。 評価等 ・関係機関と連携した取組みを継続的に実施していく必要がある。
財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・関係機関と推進体制等について協議を継続する。
・交通安全推進員の活動の見直しを行う。
・交通安全意識の高揚を図る。
・外国人観光客に対しての交通安全の啓発を図る。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H29完了 H30完了

H31完了予定

事業実績
・交通安全教室の開催（69回）
・第10次高山市交通安全計画に基づく普及啓発活動の実施
・交通安全関係団体の支援

事業実績
・交通安全教室の開催（67回）
・第10次高山市交通安全計画に基づく普及啓発活動の実施
・交通安全関係団体の支援 担当課

予算要求
ポイント

・交通安全に関する意識の高揚

高齢者交通安全推進協議会補助金

・関係機関と推進体制等について協議を継続する。
・交通安全意識の高揚を図る。
・外国人観光客に対しての交通安全の啓発を図る。
・高齢者への交通安全意識向上のための啓発及び事故防止策の検討

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

H30完了予定

交通安全の啓発 540 481 540 540 417 △ 64 440

高齢者交通安全推進協議会に対する助成 900 810 810 810 810 0 810

交通安全推進員連絡協議会に対する助成 1,170 1,170 1,170 1,170 1,170 0 1,170

査定額

交通安全協会に対する助成 1,080 1,080 1,080 1,080 1,080 0 1,080

一般財源 3,781 3,632 3,691 3,691

個票枝番 主な事業内容

3,591 3,591 △ 1003,568 △ 64 3,683

県費　（ 特定財源

国費　（ 

3,781 3,632 3,691

その他（ 

114件

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額(d) 増減 (d)-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H29 H30 H31予算 実施計画額 3,900
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

3,683 3,591 3,591 △ 1003,691 3,568 △ 64

Ｈ31目標

目的 ・交通安全意識の高揚を図る。 概要
・交通安全教室の開催
・普及啓発活動の実施
・交通安全関係団体の支援

交通安全教室参加者数（年間） 8,040人8,305人 7,800人

交通事故死者数

「犯罪や交通事故などが少なく、安全に暮らせる環境が
整っている」と感じている市民の割合

70.8％71.4％ ↗

5人4人 0人

交通事故発生件数 128件122件

市民活動推進費

市長公約
款 総務費 個別分野 安全

項 総務管理費 施策概要 交通事故の防止

交通安全推進員連絡協議会補助金

高山地区交通安全協会補助金

説明

事業名 21030 交通安全推進事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 基盤・安全

根拠計画 高山市交通安全計画

総合計画等　主な指標 H30実績Ｈ29実績

担当課 市民活動部　協働推進課 内線 2395 目

11_協働推進課 .xlsx_8 21030



11_協働推進課 .xlsx_9事業シート（平成30年度決算）
1 4

2 1

1 1

10

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成31年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成29年度事業実績、評価等（Check）　H30.8実施 5.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・各種取り組みを継続的に実施していく必要がある。
・人権施策推進指針に基づき、人権尊重の理念に対する理解を深める。

評価等
・各種取り組みを継続的に実施していく必要がある。
・人権施策推進指針に基づき、人権尊重の理念に対する理解を深める。 財務部

査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・多岐に渡る人権問題に加え、LGBTなど社会情勢にあわせた新たな人権問題に
対しても理解を深める必要がある。
・人権施策推進指針に基づく、人権尊重の理念に対する理解を深める取組を推
進し、啓発事業等を実施する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H29完了 H30完了

H31完了予定

事業実績

・人権啓発活動の実施
　人権講演会の開催（1回）
　人権標語の募集
　懸垂幕の掲示
　人権だよりの発行（12回）
　人権パネル展の実施（1回）
・高山人権擁護委員協議会への助成

事業実績

・人権啓発活動の実施
　人権講演会の開催（1回）
　懸垂幕の掲示
　人権だよりの発行（12回）
　人権パネル展の実施（1回）
・高山人権擁護委員協議会への助成

担当課
予算要求
ポイント

・人権施策推進指針に基づく人権尊重理念の啓発
・犯罪被害者に対する支援

犯罪被害者見舞金

・多岐に渡る人権問題に加え、LGBTなど社会情勢にあわせた新たな人権問題に
対しても理解を深める必要がある。
・関係団体等と連携・協力した犯罪被害者に対する支援を実施する。
・時勢に沿った人権施策推進指針の見直しの検討

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

H30完了予定

・犯罪被害者の支援

犯罪被害者に対する支援 400

人権講演会、啓発物品 600 602 300 333 303 △ 299 320

査定額

人権擁護委員協議会に対する助成 576 576 584 584 584 8 584

一般財源 735 790 753 786

個票枝番 主な事業内容

1,163 1,163 410794 4 1,569

県費　（ 人権啓発活動費 600 517 300 300 262 △ 255 301 320 320 20特定財源

国費　（ 

1,335 1,307 1,053

その他（ 

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額(d) 増減 (d)-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H29 H30 H31予算 実施計画額 1,000
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

1,870 1,483 1,483 4301,086 1,056 △ 251

Ｈ31目標

目的 ・高山市人権施策推進指針に基づき、人権尊重の理念に対する理解を深める。 概要
・人権啓発活動の実施
・高山人権擁護委員協議会への助成
・犯罪被害者に対する支援

市民活動推進費

市長公約
款 総務費 個別分野 地域福祉

項 総務管理費 施策概要 地域における支えあいの仕組みの強化

説明

事業名 21040 人権啓発事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画 高山市人権施策推進指針

総合計画等　主な指標 H30実績Ｈ29実績

担当課 市民活動部　協働推進課 内線 2395 目

11_協働推進課 .xlsx_9 21040



11_協働推進課 .xlsx_10事業シート（平成30年度決算）
1 6

2 2

1 3

10

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成31年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

◎ 1

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成29年度事業実績、評価等（Check）　H30.8実施 5.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・「高山市平和都市宣言」を市民へ広く周知する必要がある。
・市民の平和への意識を醸成するための啓発を図る必要がある。

評価等
・「高山市平和都市宣言」を市民へ広く周知する必要がある。
・市民の平和への意識を醸成するための啓発を図る必要がある。 財務部

査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・推進会議を中心とした「高山市平和都市宣言」の周知を図る。
・引き続き市民の平和への関心・理解、世界平和の実現に貢献する取組を促進
する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H29完了 H30完了

H31完了予定

事業実績

・平和都市宣言の周知
　平和都市宣言記念事業の開催
　平和都市宣言推進会議の設立
　平和都市宣言の碑設置
　宣言ポスター、カードの作成及び配布
・啓発活動の実施
　高山市平和の日における一斉鐘打
　原爆パネル展の開催

事業実績

・平和都市宣言の周知
　平和首長会議国内加盟都市会議総会の開催
　平和都市宣言推進会議の開催
　平和都市宣言の碑設置
　宣言ポスター、カードの作成及び配布
・啓発活動の実施
　高山市平和の日における一斉鐘打
　原爆パネル展の開催

担当課
予算要求
ポイント

・高山市平和の日、高山市平和都市宣言の周知による平和に関する意識の高揚

・推進会議を中心とした「高山市平和都市宣言」の周知を図る。
・引き続き市民の平和への関心・理解、世界平和の実現に貢献する取組を促進
する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

H30完了予定

・平和都市の推進

平和都市宣言記念事業 1,220 532

平和首長会議国内加盟都市会議総会 2,230 2,386 2,027 2,027

査定額

平和に対する意識の普及啓発 1,300 1,043 700 700 651 △ 392 1,000

一般財源 2,716 1,904 3,160 3,290

個票枝番 主な事業内容

1,100 1,100 △ 2,0602,856 952 2,482

県費　（ 特定財源

国費　（ 

2,716 1,904 3,160

その他（ 

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額(d) 増減 (d)-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H29 H30 H31予算 実施計画額 200
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

2,482 1,100 1,100 △ 2,0603,290 2,856 952

Ｈ31目標

目的
・平和に関する意識の高揚を図る。
・恒久平和の実現に寄与する。

概要 ・平和に関する啓発活動の実施

市民活動推進費

市長公約 ・平和の重要性をとおして「命」の尊さを認識する機会を充実します。
款 総務費 個別分野 交流

項 総務管理費 施策概要 平和への貢献

説明

事業名 21050 平和推進事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 協働・行政

根拠計画

総合計画等　主な指標 H30実績Ｈ29実績

担当課 市民活動部　協働推進課 内線 2395 目
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11_協働推進課 .xlsx_11

主要事業個票（平成30年度決算）

☑ □ 1

□ □ 2

□ 1

□ 10

事業の目的・概要（Plan）

[参考] H29決算（Do・Check）　H30.8時点 （千円） [参考] H30当初予算(Action)　H30.3時点 （千円） H30決算（Do・Check）　R1.8時点 （千円） H31当初予算（Action） （千円）

※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり

□ □

□ □

□ □

□ □

□ ☑

□ □

事業名 21050 平和推進事業費

区分

H30新規 H31新規

予算

会計 一般会計
担当課 市民活動部　協働推進課

H30拡充 H31拡充 款 総務費

枝番・内容 1 平和首長会議国内加盟都市会議総会
その他重要事業 項 内線 2395

目 市民活動推進費 作成年月 R1.8

総務管理費

目的 ・平和に関する意識の高揚を図る。 概要 ・平和首長会議国内加盟都市会議総会の開催

予算額

当初 予算額 当初 2,230 予算額 当初

主な経費
補正等 補正等 156

予算額

当初 2,230

繰越

主な経費

・謝礼等
・翻訳料等
・看板製作、映像制作等の委託
・会場借上料ほか

繰越

最終 最終 2,386

決算額 決算額 2,027

対前年度増減額（当初予算）

事業実績、評価等 事業内容、スケジュール 事業実績、評価等 事業内容、スケジュール

対前年度増減額（決算） 対前年度増減額（当初予算） 2,230 対前年度増減額（決算） 2,027

[事業内容]

・平和首長会議国内加盟都市会議総会の開催
　
　　1日目に高山市プログラムを実施（以下は案）
　　　高山市プロモーション映像
　　　海外姉妹友好都市からの平和メッセージ
　　　高山市の平和の取り組み発表
　　　平和都市宣言の紹介
　　　中学生による平和への取り組み事例発表

[事業内容]

・平和首長会議国内加盟都市会議総会の開催

　開催日：平成30年11月5日～6日
　
　内　容：1日目（高山市プログラム）
　　　　　　飛騨春慶弦楽器ウェルカムプレコンサート
　　　　　　ソプラノ歌手歌唱
　　　　　　高山市プロモーション映像
　　　　　　高山市の平和の取組発表
　　　　　　海外姉妹・友好都市からの平和メッセージ（映像）
　　　　　　平和都市宣言の紹介
　　　　　　中学生による平和への取組発表・合唱
　　　　　　「HIROSHIMA and PEACE」参加報告
　　　　　　沈黙の時間（瞑想）
　　　　　　2日目
　　　　　　議案の審議等

　参加者：91自治体　148人（うち首長39人）
　　　　　　一般市民　146人

[事業内容]

　
　

[スケジュール]

・５月　　アトラクション出演等各種依頼
・６月～　広報等周知
・１１月５日、６日　平和首長会議国内加盟都市会議総会

[スケジュール]

次年度以降
の考え方
(担当課)

維持・改善

次年度以降
の考え方
(担当課)

H30完了予定 H31完了予定

・次年度以降の開催予定なし 維持・改善

拡大 拡大

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

H29完了 H30完了
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11_協働推進課 .xlsx_12事業シート（平成30年度決算）
1 4

2 1

1 1

10

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成31年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成29年度事業実績、評価等（Check）　H30.8実施 5.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施

☑ □

□ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・民間事業者の活用により出会いの機会を増やすことや、対象者を広域に募ることにより、効果的に事業
を進める必要がある。

評価等
・民間事業者の活用により出会いの機会を増やすことや、対象者を広域に募ることにより、効果的に事業
を進める必要がある。 財務部

査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・結婚支援イベント補助金制度の周知及び活用促進
・結婚支援を効果的に進めるため引き続き広域的な取組を継続する。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H29完了 H30完了

H31完了予定

事業実績

・結婚相談件数（426件）
・出会いイベント開催（8回：136人）
・結婚支援セミナー開催（1回：13人）
・交流前男性セミナー開催（2回：28人）
・大都市圏独身者との交流イベント（1回：35人）
・結婚支援イベント補助金の活用（2団体）

事業実績
・結婚相談件数（297件）
・出会いイベント開催（7回：124人）
・結婚支援イベント補助金の活用（4団体） 担当課

予算要求
ポイント

・民間団体の補助金制度活用による結婚支援事業の実施
・結婚新生活世帯に対する支援

結婚新生活支援補助金

結婚イベント補助金

・結婚支援イベント補助金制度の周知及び活用を促進する。
・結婚支援を効果的に進めるため引き続き広域的な取組を継続する。
・成婚に繋げるため、新生活世帯に対する支援の周知及び活用を促進する。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

H30完了予定

・誰にもやさしいまちづくりの推進

結婚新生活世帯に対する助成 15,000

結婚支援事業を行う団体に対する助成 1,000 369 1,000 1,000 718 349 1,000

大都市圏独身者との交流イベント 3,000 3,000

査定額

結婚支援事業 4,600 4,253 4,100 4,100 4,085 △ 168 3,900

一般財源 7,930 6,844 5,130 5,130

個票枝番 主な事業内容

11,030 11,030 5,900

1,400 1,400 1,400

4,803 △ 2,041 6,443

県費　（ 結婚支援事業費　1/2 1,500 7,500 7,500 7,500特定財源

国費　（ 

8,630 7,644 5,130

その他（ 飛騨高山ふるさと基金繰入金 700 800

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額(d) 増減 (d)-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H29 H30 H31予算 実施計画額 20,000
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

7,943 19,930 19,930 14,8005,130 4,803 △ 2,841

Ｈ31目標

目的 ・結婚を希望する男女の出会いの機会を提供して、成婚に結び付ける。 概要

・飛騨３市１村の連携によるポータルサイトの運営及び結婚相談所の設置
・出会いイベントやスキルアップセミナーの開催
・民間団体による結婚支援イベント事業に対する助成
・結婚により新生活を始める世帯に対する助成

市民活動推進費

市長公約
款 総務費 個別分野 地域福祉

項 総務管理費 施策概要 地域における支えあいの仕組みの強化

説明

事業名 21060 結婚支援事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 福祉・保健

根拠計画

総合計画等　主な指標 H30実績Ｈ29実績

担当課 市民活動部　協働推進課 内線 2395 目

11_協働推進課 .xlsx_12 21060



11_協働推進課 .xlsx_13事業シート（平成30年度決算）
1 5

6 8

1 3

3

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成31年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成29年度事業実績、評価等（Check）　H30.8実施 5.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等

・関係機関と連携した効果的な取組が実施できた。
・各団体への出前講座を実施した。
・高齢者の消費生活被害防止対策の取組を実施した。
・適正な計量の実施により、消費者保護を図った。

評価等

・関係機関と連携した効果的な取組が実施できた。
・各団体への出前講座を実施した。
・高齢者の消費生活被害防止対策の取組を実施した。
・適正な計量の実施により、消費者保護を図った。

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・関係機関と連携した啓発活動を実施する。
・消費生活の安定と向上を図る。
・消費生活センターの周知及び相談体制の充実を図る。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H29完了 H30完了

H31完了予定

事業実績

・消費生活相談（436件）
・消費者啓発活動
・価格動向調査
・岐阜県消費者行政活性化事業費補助金活用事業
・商品量目立入検査の実施（2回：5件）
・商品量目試買調査の実施（1回）
・無料法律相談（毎月1回　延べ105人）

事業実績

・消費生活相談（443件）
・消費者啓発活動
・価格動向調査
・岐阜県消費者行政強化事業及び推進事業補助金活用事業
・商品量目立入検査の実施（2回：5件）
・商品量目試買調査の実施（1回）
・無料法律相談（毎月1回　延べ103人）

担当課
予算要求
ポイント

・消費生活の安定と向上を図る

・関係機関と連携した啓発活動の実施や消費者教育の推進を図る。
・消費生活の安定と向上を図る。
・消費生活センターの周知及び相談体制の充実を図る。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

H30完了予定

消費者生活相談・啓発事業 1,000 1,000 1,200 1,200 1,189 189 1,000

無料法律相談 520 509 520 520 504 △ 5 520

消費者モニター 200 189 200 200 180 △ 9 200

査定額

消費生活安定対策協議会委員報酬 85 0 85 85 0 0 85

一般財源 865 508 944 944

個票枝番 主な事業内容

1,365 1,365 4211,160 652 1,519

県費　（ 消費者行政活性化事業費1/2、県移譲事務交付金 1,081 1,223 1,202 1,202 764 △ 459 514 581 581 △ 621特定財源

国費　（ 

1,946 1,731 2,146

その他（ 

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額(d) 増減 (d)-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H29 H30 H31予算 実施計画額 2,000
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

2,033 1,946 1,946 △ 2002,146 1,924 193

Ｈ31目標

目的 ・消費生活の安定と向上を図る。 概要

・消費生活相談の実施
・消費者啓発活動の実施
・価格動向調査の実施
・商品量目立入検査の実施
・商品量目試買調査の実施

消費生活相談件数（年間） 443件436件 200件

消費行政費

市長公約
款 商工費 個別分野 安全

項 商工費 施策概要 消費トラブルの防止

11人

説明

事業名 61300 消費行政活動推進事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 基盤・安全

根拠計画

総合計画等　主な指標 H30実績Ｈ29実績

担当課 市民活動部　協働推進課 内線 2395 目
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11_協働推進課 .xlsx_14事業シート（平成30年度決算）
1 3

9 2

4 2

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.平成31年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.平成29年度事業実績、評価等（Check）　H30.8実施 5.平成30年度事業実績、評価等（Check）　R1.8実施

☑ ☑

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

・財務部査定のとおり

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

評価等
・市民憲章推進協議会の活動を通じて、市民憲章の理念の浸透が図られた。
・花いっぱい運動の更なる推進により会員団体を増やし、市民等が一体となって市民憲章の具現化に取
り組む必要がある。

評価等
・市民憲章推進協議会の活動を通じて、市民憲章の理念の浸透が図られた。
・花いっぱい運動の更なる推進により会員団体を増やし、市民等が一体となって市民憲章の具現化に取
り組む必要がある。 財務部

査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・引き続き花いっぱい運動のあり方についての検討を踏まえ、高山市民憲章の具
現化を図る。

維持・改善

次年度
以降の
考え方

(担当課)
H29完了 H30完了

H31完了予定

事業実績 ・市民憲章推進協議会への支援 事業実績 ・市民憲章推進協議会への支援
担当課

予算要求
ポイント

・市民憲章の具現化の推進

・引き続き花いっぱい運動のあり方についての検討を踏まえ、高山市民憲章の具
現化を図る。

維持・改善

拡大 拡大

市長査定
の考え方

施策の
実施方針

H30完了予定

高山市民憲章推進協議会が実施する花いっぱい運動活動事業に対する助成 9,000 7,401 9,000 9,000 6,981 △ 420 9,000

査定額

高山市民憲章推進協議会の活動に対する助成 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 0 1,000

一般財源 10,000 8,401 10,000 10,000

個票枝番 主な事業内容

10,000 10,000 07,981 △ 420 10,000

県費　（ 特定財源

国費　（ 

10,000 8,401 10,000

その他（ 

決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額(d) 増減 (d)-(c)歳出事業費
（職員人件費を除く）

H29 H30 H31予算 実施計画額 10,000
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算

10,000 10,000 10,000 010,000 7,981 △ 420

Ｈ31目標

目的 ・市民憲章の具現化を図る。 概要 ・高山市民憲章推進協議会への支援

社会教育総務費

市長公約
款 教育費 個別分野 生涯学習

項 社会教育費 施策概要 家庭や地域を大切にする意識の高揚

説明

事業名 94110 市民憲章推進事業費 予
算

会計 一般会計 総
合
計
画

基本分野 教育・文化

根拠計画

総合計画等　主な指標 H30実績Ｈ29実績

担当課 市民活動部　協働推進課 内線 2393 目
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